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震災支援の派遣に伴うメンタルヘルス対策上の注意事項について
　3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、被害を受けた組合員・単組・県本部の皆さまに心からお見舞い申し上げるとともに、救援・復興活動に尽力されている組合員・関係者の皆様に深く敬意を表します。
自治労では、今回の地震に際して、岩手・宮城・福島の３県に人的支援活動を行うことになりました。現地で支援活動に参加される方々も、災害現場で悲惨な光景等を目撃し、阪神大震災以降問題視された「惨事ストレス」になる可能性もあり、その対策が重要です。
3月11日に発生した、東北地方太平洋沖地震に対しては、被災県の自治体職員や公共サービス関連職員は地震発生時から災害対策にとりかかり、続く巨大津波の住民への警告等の作業をしていたことと思います。津波が引いた後は、一瞬にして無残な姿となった街の中で、住民の安否確認や、行方不明者の捜索を続け、避難場所の設置や被災者の要望等の対応に忙殺されています。
今回の犠牲者は死亡者と行方不明者あわせれば2万７千人に達するともいわれる中、自治体職員のなかまは、安否確認や行方不明者捜索段階では数百もの無惨な遺体をまのあたりにしながらも、身元確認作業等を進めてきたことになります。
自治労の災害支援の目的は、震災直後から不眠不休状態で働く彼ら彼女らに休んでもらうために被災者支援活動を行うことです。
惨事ストレスは、1995年に発生した阪神淡路大震災以降に問題視されるようになり、消防職員に対しては消防庁等が「メンタルサポートチーム」を設置する等の対策が取られてきました。しかし、現地では地元の消防団や、消防職員等と一緒に被災当初から作業を行っている自治体職員や災害支援者のメンタルケアも重要課題です。
今回の震災ではすでに、３月11日に延々と流されるテレビの報道を見続けた人が、ＰＴＳＤ等の精神疾患を訴えているとも報道されました。誰も経験したことのない、未曾有の災害であり、震災支援活動はそういった現場に行くのだ、という自覚と対策が必要です。
今回の災害支援に参加するため、惨事におけるストレスとメンタルケア対策として、「東日本大震災の災害派遣者のための注意事項」（県本部・単組用）を作成しました。各単組においてご活用ください。

なお、別添注意事項のデーターは道本部ホームページ「単組組合員専用ページ」に掲載しております。　　　
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